
(別紙様式2)

平成 22年度の 目標及びその達成に向けた活動計画

都 道 府 県 名 :   岐阜県
農 業 委 員 会 名 :   関市西

促進 等事 務

1認定農業者等担い手の育成及び確保

(1)現状、課題及び平成23年度までの目標

現 状

農家数 487戸 認定農業者 特定農業法人 特定農業団体

うち主業農家 6戸
11経営 1法人 0団体

農業生産法人数 1法人

課 題

農家の規模は零細で経営基盤も脆弱であり、第二種兼業農家と自給的農家中
心の農業形態となっている。最近では農業従事者の高齢化によつて農業の担い
手不足が深刻化している。

平成23年度までの日標
認定農業者 特定農業法人 特定農業団体

13経営 1法人 0団体

(2)平成22年度の目標案及び活動計画案

認定農業者 特定農業法人 特定農業団体

目 標  案 1経営 0法人 団体

活動計画案

・認定農業者候補者リスト
の作成を行う。
・担い手が不足している地
域について、今後の担い

手育成と確保について検
討する。

1 目標 案 は、当該 年度 にお ける認 い手の増加 目標数

(3)地域の農業者等からの意見等

平成23年度までの

日標案に対する意見
等

な し

目標案に対する意見等 なし

活動計画案に対する
意見等

なし

※ 1 らヽ寄せられた主な意 見等について、同内容のものは集約 して

※2平成23年度までの目標案に対する意見の募集は初年度のみ
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(4)地域の農業者等からの意見等を踏まえた平成22年度の日標及び活動計画

認定農業者 特定農業法人 特定農業団体

平成23年度までの目標 13経営 1法人 団体

目 標 1経営 0法人 団 体

活動計画

・認定農業者候補者リスト
の作成を行う。
・担い手が不足している地
域について、今後の担い

手育成と確保について検
討する。

※ 23年度までの 目楊動ま のみ記入

2担い手への農地の利用集積

(1)現状、課題及び平成23年度までの目標

現 状

管内の農地面積 これまでの集積面積 集積率

534ha 72ha 13.40%

課 題

農地流動化を推進する制度の整備により武芸川地域においては担い手が連担
で効率的な生産が行われ、利用集積は進んでいる。しかし中山間地域において
は小規模農家の集団が多く、また農業者の高齢化や離農、担い手不足により集
積が進まない。

平成23年度までの目標

これまでの集積面積 目標 合  計

72ha 48ha 120ha

(2)平成22年度の目標案及び活動計画案

目 標  案 集積面積 20 ha

活動計画案

・集落ごとに農家を対象とした意向調査を実施し、現在の状況や今後の農業経
営の希望等をまとめ、その集落に見合つた利用集積の推進を検討する。
・農業者の高齢化等の理由により担い手不足の地域については、近隣地域の
担い手等への利用集積が可能かを検討する。
。利用権設定や作業受委託契約がなされていない農地に対して、設定や契約
の指導を行う。

※1 目標案は、当該年度における担い手への農地の利用集積の目標面積

(3)地域の農業者等からの意見等

平成23年度までの

目標案に対する意見
等

なし

目標案に対する意見等 なし

活動計画案に対する
意見等

なし

1 等から寄せ られた主 /7F貢 見等 について、同内容 の (、 のは集 約 して

※2平成23年度までの目標案に対する意見の募集は初年度のみ
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(4)地域の農業者等からの意見等を踏まえた平成22年度の目標及び活動計画

平成 23年度までの日標 集積面積 120 ha

目 標 集積面積 ha

活動計画

営の希望等をまとめ、その集落に見合つた利用集積の推進を検討する。
・農業者の高齢化等の理由により担い手不足の地域については、近隣地域の
担い手等への利用集積が可能かを検討する。
・利用権設定や作業受委託契約がなされていない農地に対して、設定や契約
の指導を行う。

3 での 目標 は初年 層 のみ記 入

3耕作放棄地の解消

(1)現状、課題及び平成23年度までの日標

※2平成23年度までの目標案に対する意見の募集は初年度のみ

現 状

管内の農地面積 耕作放棄地の面積 耕作放棄地率

534ha 14.7ha 2.70%

課 題

平坦地域に比べ、生産性の低い農地が多い中山間地域では、農業従事者の高
齢化、鳥獣害による耕作意欲の低下、不在地主等さまざまな要因により耕作放
棄地が増えつつある。今後もこの数字は増加傾向にあるため、これに歯止めを
かける対策が必要である。

平成 23年度までの目標

これまでの解消面積 目標
△

計

Oha 14.7ha 14.7ha

(2)平成22年度の目標案及び活動計画案

目 標 案 解消面積 ha

活動計画案
耕作放棄地解消事業の周知を図る。
耕作放棄地所有者への適正管理の指導を行う。
耕作放棄地発生原因の1つである鳥獣害対策について検討する。

目 は における 放 の解 消の 目標 面積

(3)地域の農業者等からの意見等

平成23年度までの

目標案に対する意見
等

なし

目標案に対する意見等 なし

活動計画案に対する
意見等

なし

※1地 域の鷺 つ いて の の て 記
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(4)地域の農業者等からの意見等を踏まえた平成22年度の目標及び活動計画

平成23年度までの目標 解消面積 14.7ha

目 標 解消面積 5 ha

活動計画

耕作放棄地解消事業の周知を図る。
耕作放棄地所有者への適正管理の指導を行う。
耕作放棄地発生原因の1つである鳥獣害対策について検討する。

※ 23 での 目標 は の

4違反転用への適正な対応

(1)違反転用の状況

違反転用の状況 件数 1件 面積  0.2ha 主な用途 資材置場等

(2)平成22年度の目標案及び活動計画案

目 標 案 違反転用を発生させない。

活動計画案
違反転用を発生させないよう、担当地区を重点的にパトロールする。

対応が遅れることのないよう、違反転用発生の際の体制を整備する。

農地転用制度の周知徹底を図る。

(3)地域の農業者等からの意見等

目標案に対する意見等 なし

活動計画案に対する
意見等

なし

の カ らヽ 曇意見等について、同内容のものは集約して記入

(4)地域の農業者等からの意見等を踏まえた平成22年度の目標及び活動計画

目 標 違反転用を発生させない。

活動計画

違反転用を発生させないよう、担当地区を重点的にパトロールする。

対応が遅れることのないよう、違反転用発生の際の体制を整備する。

農地転用制度の周知徹底を図る。
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5 農地パトロール

(1)平成22年度の活動計画案

・担当地区を重点的にパトロールする。活動計画案
:『  |。準]蒙醒 菖基費そ兵トニLπを実施する。

(実施時期、体制、
実施回数等 )

(2)地域の農業者等からの意見等

活動計画案に対する
意見等

なし

の f)い の 1、 の

(3)地域の農業者等からの意見等を踏まえた平成22年度の活動計画

。担当地区を重点的にパトロールする。

重勲計里牛“ |・ 年1蒙醒 菖基費そ兵卜
`L算

を実施する。
(実施時期、体制、

実施回数等 )

6農地情報の整備と共有化

(1)平成22年度の活動計画案

農地基本台帳の情報の更新に関
する活動計画案

随時、農地の権利移動や転用等の状況についての情報を更新する。

共有化に関する活動計画案
個人情報の保護を念頭に置き、有効利用の方法について関係機関と検討
する。

2 見鶴

農地基本台帳の情報の更新に関
する活動計画案に対する意見等

なし

共有化に関する活動計画案に対
する意見等

なし

※ llll域 の農業者 等から寄せ られ 見等 につ いて の | て

(3)地域の農業者等からの意見等を踏まえた平成22年度の活動計画

農地基本台帳の情報の更新に関
する活動計画

殖時、農地の権利移動や転用等の状況についての情報を更新する。

共有化に関する活動計画
個人情報の保護を念頭に置き、有効利用の方法について関係機関と検討
する。
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